
1 「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの見直し・充実に関するＷＧ アドホック会合」第２回における議論。 

改正後 改正前 
１ 経緯及び目的 

我が国では、現在、携帯電話等の電気通信役務を

提供する電気通信事業者が販売する端末は、基本的

に「ＳＩＭ（Subscriber Identity Module）ロック」

と呼ばれる設定がなされ、当該端末を販売する事業

者のネットワークを利用しない事業者のＳＩＭカ

ードを差し込んで使用することができなくなって

いる。 

これに対し、海外渡航時に渡航先の携帯電話会社

のＳＩＭカードを国内から持参した端末に差し込ん

で使用したい、携帯電話番号ポータビリティを利用

して役務契約を締結している事業者を変更する際に

これまでの端末を使用したいなど、携帯電話利用者

（以下「利用者」という。）の中にはＳＩＭロック解

除に対する要望が存在した。 

こうした要望を踏まえて検討した結果、ＳＩＭロ

ックが解除された端末に他事業者のＳＩＭカードを

差し込んだとしても通信方式、周波数、プラットフ

ォームの仕様等の違いが大きい等の問題があったこ

とから、平成 22年に「ＳＩＭロック解除に関するガ

イドライン」を策定し、事業者の自主的な取組によ

るＳＩＭロック解除の実施を求めた。 

しかし、これまでのところ事業者によるＳＩＭロ

ック解除の取組は限定的である。また、ＳＩＭロッ

クは利用者利便を阻害するだけでなく、他事業者の

サービスへのスイッチングコストの増加や新規顧客

獲得の際の多額のキャッシュバックの一因にもなっ

ているとの指摘 1がなされている。 

他方、近年のＬＴＥやスマートフォンの普及とい

ったモバイル通信市場の環境変化によって、事業者

間の通信方式や端末の仕様等の共通化が進みつつあ

り、そのような端末が流通し始めている。 

以上を踏まえ、本ガイドラインは、ＳＩＭロック

解除に関する基本的な考え方及び具体的な運用方針

並びに事業者等がＳＩＭロックを解除する際に留意

すべきと考えられる事項を改めて整理して示すもの

である。 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

１ 趣旨 

現在、我が国において携帯電話端末（以下「端末」

という。）向け移動電気通信役務（以下「役務」と

いう。）を提供する電気通信事業者（以下「事業者」

という。）が販売する端末の多くには、ＳＩＭ

（Subscriber Identity Module）ロックと呼ばれる

設定がなされ、当該端末を販売する事業者以外の事

業者のＳＩＭカードを差し込んで使用することが

できなくなっている。 

現状においては、ＳＩＭロックが解除された場

合、端末に他の事業者のＳＩＭカードが差し込まれ

たとしても、通信方式、周波数、プラットフォーム

の仕様等が事業者によって異なるため、通信サービ

ス、アプリケーション等の利用の全部又は一部が制

限されることが起こりうる。 

こうした課題については、3.9世代移動通信シス

テムの導入、特定の事業者のネットワークを前提と

しない端末の普及等を通じて今後解消が進むこと

が予想されるところであるが、現時点においても、

海外渡航時に渡航先の事業者のＳＩＭカードを国

内から持参した端末に差し込んで使用したい、携帯

電話の番号ポータビリティ制度を利用して契約す

る事業者を変更する際にこれまでの端末を使用し

たいなど、携帯電話利用者（以下「利用者」という。）

の中にはＳＩＭロック解除に対する要望が存在す

るところである。 

事業者は、こうした要望にこたえるという観点か

ら、その主体的な取組により、対応可能な端末から

ＳＩＭロック解除を実施することが期待される。 

平成 19年に策定されたモバイルビジネス活性化

プランには、「ＳＩＭロックについては原則解除す

る方向で検討を進める。具体的には、今後のＢＷＡ

（Broadband Wireless Access）の進展や端末市場

の動向を踏まえつつ、3.9Gや 4Gを中心にＳＩＭロ

ック解除を法制的に担保することについて、2010

年の時点で最終的に結論を得る。」と記載されたと

ころであるが、現状において上記のような課題が存

在すること等にかんがみ、当分の間、法制化に係る

検討は留保することとし、事業者による主体的な取

組によることとしたものである。 

 

２ 本ガイドラインの位置づけ 

本ガイドラインは、事業者に対し、ＳＩＭロック

解除を強制するものではないが、事業者は、ＳＩＭ

ロック解除について、本ガイドラインに沿って、利

用者の立場に立った取組に努めるものとする。 

 

 

 

ＳＩＭロック解除に関するガイドライン（新旧対照表） 

別紙３ 

                                                   



２ 用語の定義 

本ガイドラインにおいては、以下のとおり定義す

る。 

（１）ＳＩＭカード 

携帯電話等の電気通信役務を提供する電気通信

事業者との間で当該役務の提供を内容とする契約

を締結している者を特定するための情報を記録し

た電磁的記録媒体をいう。 

 

（２）ＳＩＭロック 

特定のＳＩＭカードが差し込まれた場合にのみ

動作するよう設定された移動端末設備上の制限を

いう。 

 

（３）ＳＩＭロック解除 

あらかじめＳＩＭロックが設定された端末につ

いて、端末販売後にＳＩＭロックの設定を無効化

することをいう。 

 

 

（４）役務 

   携帯電話等（携帯電話、携帯電話アクセスサー

ビス、3.9世代携帯電話アクセスサービス、携帯

電話に係る仮想移動電気通信サービス）に係る電

気通信役務をいう。 

 

（５）事業者 

   携帯電話等の役務を提供する電気通信事業者を

いう。 

 

（６）端末 

   事業者が販売する移動端末設備をいい、事業者

が販売店等に販売し、販売店等が利用者に販売す

るものを含む。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 定義 

  本ガイドラインにおいては、以下のとおり定義す

る。 

（１）ＳＩＭカード 

利用者の電話番号、識別番号等の情報を記録し

たＩＣカードのことをいう。 

 

 

 

（２）ＳＩＭロック 

特定の事業者あるいは利用者のＳＩＭカード

を差し込んだ場合のみに動作するよう、端末に設

定を施すことをいう。 

 

（３）ＳＩＭロック解除 

事業者が、自社の販売する端末（事業者が販売

店等に販売し、販売店等が利用者に販売する端末

を含む。以下同じ。）について、販売時点からＳ

ＩＭロックを設定せず、あるいは販売後にＳＩＭ

ロックの設定を無効化することをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 対象となる端末 

平成 23年度以降新たに発売される端末のうち、

対応可能なものからＳＩＭロック解除を実施する。 

事業者は、ＳＩＭロック解除の対象となる端末並

びにＳＩＭロック解除に係る条件及び手続を自社

のウェブサイト、パンフレット等において事前に公

表するものとする。なお、ＳＩＭロック解除に伴っ

て手数料等を徴収する場合には、その額及び徴収に

係る条件を明示するものとする。 

 

５ 自社の販売する端末以外の端末を使用する利用者

への役務提供等 

事業者は、役務の提供を拒む正当な理由がある場

合を除き、自社の販売する端末以外の端末を使用す

る利用者に対して、役務の提供に応じる必要があ

る。また、事業者は、当該端末が技術基準に適合し

ない場合等を除き、利用者からの接続の請求に応じ

る必要がある。 

 



2 スイッチングコストについて、総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価に関する基本方針（2012 年２月）」において、サービスの乗換

えにかかる手間･費用・時間・心理的抵抗等のコストのことと定義している。なお、同基本方針において、電気通信サービスはネットワーク効果が

大きく、新規顧客の囲い込み競争を刺激する側面があるが、スイッチングコストの存在が他のサービスや他事業者への乗換えを困難とする競争制

限的な側面も存在すると指摘している。 

 

 

３ 基本的な考え方 

  電気通信事業法（昭和 59 年 12 月 25 日法律第 86

号）第 29条第１項第 12号は、電気通信事業者の事

業の運営が適正かつ合理的でないため、電気通信の

健全な発達又は国民の利便の確保に支障が生ずるお

それがあるときに業務改善命令を発動可能としてい

る。 

ＳＩＭロックは、端末を変更せずに役務を提供す

る事業者を変更したり、海外渡航時に現地国のＳＩ

Ｍカードに差し替えて利用するといった利用者の行

為を妨げ、その利便を損なうものであると言える。

また、端末のＳＩＭロックにより役務契約を変更す

る際のスイッチングコストが押し上げられること

は、役務の料金やサービス内容の差別化による競争

を阻害する要因になっている 2。さらに、新規顧客

獲得の際の多額のキャッシュバックの一因となるこ

とにより、頻繁に事業者・端末の変更を行う利用者

と長期利用者との間の不公平性も助長している。 

他方、事業者からは、ＳＩＭロックを設定しない

場合の懸念点として、①端末が必ずしも他の事業者

のサービスに十分対応していない点について利用者

に混乱が生じるおそれがあること、②ＳＩＭロック

を設定した場合と比較して販売促進費を抑制せざる

を得ないことにより、端末の価格が現状よりも高く

なるおそれがあること、③端末・通信サービスにつ

いて事業者独自のブランド戦略を進めるインセンテ

ィブが失われるおそれがあることが挙げられてい

る。 

しかしながら、上記①については、利用者に対し

適切な説明をした上でその選択に委ねることが適当

であると考えられる。②については、端末の価格相

当分が毎月の通信料から割り引かれることが一般的

な状況においては、利用者にとって大きな問題にな

らないと考えられる。なお、端末購入時のキャッシ

ュバックの多寡との関係とすれば、まさに行き過ぎ

た多額のキャッシュバックについては利用者間の公

平性や公正競争の観点から問題であるとの指摘があ

ったものであり、ＳＩＭロック解除によりこれに対

し一定の抑制効果があることはむしろ望ましいと考

えられる。③については、事業者独自のブランド戦

略は、ＳＩＭロックという手段で利用者を強制的に

囲い込むことによってではなく、端末の魅力を最大

限引き出す通信サービスの開発・提供によって進め

るべきものと考えられる。このように、いずれの懸

念点についてもＳＩＭロック解除に応じないことの

適正性・合理性の根拠とは認められない。さらに、

従来ＳＩＭロック解除に関する問題点として指摘さ

れてきた通信方式や端末の仕様の相違等については

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   



3 汎用的に通話やデータ通信を行うための端末（現時点においては、いわゆるフィーチャーフォン、スマートフォン、タブレット、モバイルルータ

ー及びＵＳＢモデムが該当する。）以外の端末、技術的にＳＩＭロック解除が困難な端末及び特定の事業者の通信方式・周波数のみに対応している

端末等を想定している。 
4 事業者が無料でロック解除可能な代替手続を設けているにもかかわらず、利用者の選択により店舗等での解除を行う場合には、事務手数料を請

求することを妨げるものではない。また、既に自社の役務契約を解約した利用者について、店舗での解除を行う場合には、事務手数料を請求する

ことを妨げるものではない。 
5 「ICTサービス安心・安全研究会報告書（案）」において導入の方針が示された初期契約解除ルールが将来的に導入された場合の、同ルールによ

り通信サービスの契約を解約した利用者への対応については、事業者の体制整備の状況も踏まえ、別途整理する。 

小さくなりつつある。 

以上を踏まえると、利用者（既に自社の役務契約

を解約した利用者も含む。以下同じ。）からＳＩＭロ

ック解除の申し出があったにもかかわらず事業者が

正当な理由なくこれに応じないことにより、電気通

信の健全な発達又は利用者の利益の確保に支障が生

じるおそれがあるときは、業務改善命令の要件（電

気通信事業法第 29条第１項第 12号）に該当すると

考えられる。 

したがって、事業者は、次項に示す方法により、

利用者の求めに応じてＳＩＭロックの解除に応じる

ことが適当である。 

 

４ 具体的なＳＩＭロック解除の方法等   

（１）対象となる端末 

① 事業者は、原則として自らが販売した全ての

端末についてＳＩＭロック解除に応じるものと

する。 

② ただし、ＳＩＭロック解除を行わないことが

公正な競争又は利用者の利便の確保に大きな支

障とはならないと考えられるもの 3については

この限りでない。 

 

（２）ＳＩＭロック解除に関する手続 

① 事業者は、可能な場合には利用者がインター

ネットや電話により手続を行えるようにするな

ど、迅速かつ容易な方法により、無料で 4ＳＩ

Ｍロックの解除を行うものとする。 

② ただし、端末の割賦代金等を支払わない行為

又は端末の入手のみを目的とした役務契約その

他の不適切な行為を防止するために、事業者が

最低限必要な期間はＳＩＭロック解除に応じな

いことなど必要最小限の措置を講じることを妨

げるものではない 5。 

 

（３）ＳＩＭロック解除の運用方針の策定 

事業者は、ＳＩＭロック解除の対象となる端末

及び手続等を定めた運用方針をあらかじめ定め、

公表するものとする。 

 

５ ＳＩＭロック解除に当たり留意すべき事項 

（１）利用者への説明 

   事業者は、端末の販売時、ＳＩＭロック解除時

及び役務提供に関する契約締結時においては、特

に、次の事項について、店頭での説明、パンフレ

ットやホームページへの掲載等により利用者が理

解できるよう努めることが適当である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 説明責任 

事業者は、ＳＩＭロック解除によって実現される

便益と留意点について利用者の理解を得るように

努めるものとし、特に、以下の事項について利用者

に対して説明するものとする。 

なお、事業者が端末を販売店等に販売し、販売店

等が利用者に販売する場合及び代理店等を通じて

                                                   



 

 

 

 

 

 

 

ａ）端末の販売時 

 

① 当該端末がＳＩＭロック解除に対応する端末

であるか否か 

② ＳＩＭロック解除に係る条件及び手続 

③ 他の事業者のＳＩＭカードが差し込まれた場

合に、通信サービス、アプリケーション等の利

用の全部又は一部が制限される可能性が存在す

ること 

④ 当該端末が対応している周波数帯及び通信方

式 

 

ｂ）ＳＩＭロック解除時 

 

 

① ＳＩＭロック解除に係る条件及び手続 

② 他の事業者のＳＩＭカードが差し込まれたと

きに、通信サービス、アプリケーション等の利

用の全部又は一部が制限される可能性が存在す

ること 

③ ＳＩＭロック解除した端末の故障・修理等に

関する問合せ窓口 

 

ｃ）役務契約の締結時 

使用される端末によっては、自社の提供するＳ

ＩＭカードが差し込まれたときに、通信サービス、

アプリケーション等の利用の全部又は一部が制限

される可能性が存在すること 

 

 

（２）ＳＩＭロック解除した端末に関する利用者の問

合せ窓口等の明確化 

ＳＩＭロック解除した端末が故障した際等に利

用者への対応が適切に行われるよう、端末を販売

する事業者は、端末製造者等とあらかじめ協議し、

ＳＩＭロック解除した端末に関する利用者の問合

せ窓口等を明確にすることが適当である。 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

役務の提供に係る契約を締結する場合においては、

事業者は、以下の事項について販売店等向けのマニ

ュアルを作成することなどを通じ、販売店等におい

ても利用者に対して説明が行われることを確保す

るものとする。 

 

 

（１）端末を利用者に販売する時点において、以下の

事項について利用者に対して十分説明すること。 

① 当該端末がＳＩＭロック解除に対応する端末

であるか否か 

② ＳＩＭロック解除に係る条件及び手続 

③ 他の事業者のＳＩＭカードが差し込まれた場

合に、通信サービス、アプリケーション等の利

用の全部又は一部が制限される可能性が存在す

ること 

 

 

 

（２）端末を販売した後にＳＩＭロックを解除する場

合には、その時点において、以下の事項について

利用者に対して十分説明すること。 

① ＳＩＭロック解除に関する条件及び手続 

② 他の事業者のＳＩＭカードが差し込まれたと

きに、通信サービス、アプリケーション等の利

用の全部又は一部が制限される可能性が存在す

ること 

 

 

 

（３）役務の提供に係る契約を締結する場合には、使 

用される端末によっては、自社の提供するＳＩＭ

カードが差し込まれたときに、通信サービス、ア

プリケーション等の利用の全部又は一部が制限さ

れる可能性が存在することを、契約締結時点にお

いて、利用者に対して十分説明すること。 

 

７ 通信サービスの不具合・端末の故障に対する対応 

通信サービスの不具合・端末の故障について、現

に役務を提供する事業者は、利用者への対応に当た

る体制を整備するものとし、端末を販売する事業者

等との間で取次方法等について協議を進めるもの

とする。 

なお、端末の故障の場合においては、当該端末を

販売した事業者等も利用者への対応に当たるもの

とする。 

 

８ その他 

（１）プライバシー上のリスクに対する取組 

コンテンツプロバイダが同一の利用者からの

アクセスであることを継続的に確認するための

仕組みについて、ＳＩＭロック解除に伴い、利用

者の意図しない名寄せ等プライバシー上のリス

クが増大する可能性があることから、事業者は、



 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

（３）技術基準適合性の確認等 

事業者は、利用者がＳＩＭカードの差し替えに

より技術基準等に適合しない端末を使用するこ

とのないよう、端末の技術基準適合性の確認につ

いて適切な措置を講じることが必要である。 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

６ その他 

ＳＩＭロック解除した端末はできる限り自由に利

用できるようにすることが望ましいことから、事業

者は端末に設定されたＳＩＭロック以外の機能制限

についても、ＳＩＭロックが解除された場合は併せ

て解除できるよう努めることが適当である。 

 

７ 本ガイドラインの適用等 

（１）本ガイドラインは、平成 27年５月１日以降新た

に発売される端末について適用する。なお、それ

以前に発売された端末については、平成 26年 12

月改正前のガイドラインの趣旨に沿って適切に対

応することが適当である。 

 

（２）総務省は、本ガイドラインの適用後の状況を踏

まえ、必要に応じ本ガイドラインを見直すととも

に、所要の対応を行う。 

リスクを軽減するため所要の措置を講じるもの

とする。 

 

（２）その他利用者の懸念に対する取組 

事業者は、（１）のほか、ＳＩＭロック解除に

伴う利用者の懸念に対して真しな取組に努める

ものとする。 

 

（３）技術基準適合性への取組 

端末の免許人である事業者は、利用者がＳＩＭ

カードの差し替えにより技術基準等に適合しな

い端末を使用することのないよう、端末の技術基

準適合性の確認や利用者への周知など、適切な措

置を講じることが必要である。 

 

（４）不正入手端末に関する取組 

ＳＩＭロック解除により、盗難等不正な手段に

よる端末入手に対する誘因が高まる可能性にか

んがみ、事業者は、必要に応じて事業者間の連携

等適切な措置を講じることが適当である。 

 

（５）その他端末に関する取組 

本ガイドラインは、事業者に対し、自社の販売

する端末を他の事業者の通信方式、周波数、プラ

ットフォームの仕様等に対応させることを求め

るものではないが、事業者は、本ガイドラインの

趣旨を踏まえ、自社の販売する端末がより広汎に

利用可能となるよう努めることが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）本ガイドラインの見直し等 

総務省は、 

① ＳＩＭロック解除に係る事業者の取組 

② ＳＩＭロック解除に対する利用者等の評価 

③ ＳＩＭロックが解除され、ＳＩＭカードが差

し替えられた場合において利用可能となる

通信サービス、アプリケーション等の状況 

等の携帯電話市場を取り巻く環境変化を踏まえ、

本ガイドラインを見直すとともに、所要の対応を

行う。 


